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過去の専門委員会等における検討事項４及び５に関連する指摘 

４．今後の税制全体のグリーン化の推進方策 

論点⑤ 

関係 

（税制全体のグリーン化） 

 

・ 環境税を含めて、税制全体のグリーン化を図っていくことが今後の大きな方向

である。 

・ 環境税の税収の使途が一般財源となる場合でも、使途として温暖化対策のため

の設備投資促進とするほか、自動車税のグリーン化を始めとした個別税制のグリ

ーン化等他の様々な対策を盛り込んで、より低い税率であっても、経済影響を緩

和しつつ、効果を確実に上げる仕組みも考えるべきである。 

・ 増税でいくのか、税収中立でいくのかといった選択も共に可能であり、意識し

て設計を行うことが望まれる。また、税制全体の構造として議論することも必要

である。環境税を導入して、他の税のグリーン化に伴う減税等に充てることもあ

り得る。グローバル化や様々な格差是正の中で、また、国・地方の役割分担を一

層適切にしていく中で、グリーン税制をどのように位置づけるのかについての検

討も必要である。どういう理念型で 21世紀の我が国の税制の姿を作っていくの

かといった時に、地球環境を利用し、消費する行為に税負担を求める方向、すな

わち、環境税を含めて、税制全体をグリーン化していくということは、非常に重

要な方向性を示すものである。 

・ 我が国の社会経済の持続可能性（サステナビリティ）を考える場合、これから

は、税制においても、その在り方として、経済成長、社会保障といった種々の課

題への対応に併せて、環境の視点を組み込んでいくことが不可欠である。20年

後の世界の税制を見通せば、環境関連税制は何らかの形で、税体系全体の中で存

在感のあるものになっていることは間違いなかろう。こうした展望に立って環境

税を含め、税制全体のグリーン化について、検討の上、積極的な具体化を図って

いくべきである。  

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ 環境・エネルギー税を導入することによって、税収総額における環境・エネル

ギー関連税の比率は高まり、税制全体がいわば「グリーン化」される。このよう

な税制改革が実施されれば、価格メカニズムを通じて環境保全を促す仕組みが社

会の中に組み込まれることになる。これは、意志決定過程における「環境と経済

の統合」を志向するものであり、資本主義経済制度を『グリーン化』していく上

で大きな役割を果たすことが期待される。 

  （「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

参考資料１ 
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総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

（エネルギー課税） 

 

・ 既存エネルギー税制をさらに一段と環境配慮したものとしていく（グリーン化

を図る）ことも考えられる。 

・ 既存エネルギー関係諸税を環境に配慮したものに転換し、エネルギー税の構造

を再構築していくことは、自然な流れである。エネルギー・環境対策の観点から、

国のかたちとして、どういう姿を目指すのか、といった理念を掲げながら、その

転換を図っていくべきである。 

・ なお、この石油石炭税は、上流ですべての化石燃料に課税されているという点

で注目すべきである。この税率を仮に CO２排出量基準に組み替えれば、相当に

高い CO２の排出削減効果が得られると考えられる。併行して、電気に課税する

電源開発促進税について、風力や太陽光、原子力といった低炭素の電源への税負

担を相対的に低くすることも視野に、電源立地促進に必要な税収に見合う税率へ

と下げることや、もともとの課税目的を基礎に置きつつ、地球温暖化防止を新た

な目的に加えて使途を拡張していくこと、さらには、制度的には一般財源化しつ

つも環境への使途に優先的に配慮すること、といった様々なオプションも考えら

れるとの指摘があった。 

・ 平成 15年度の税制改正において、石油税から石油石炭税へと改正した際には、

電源開発促進税の減税とセットで、エネルギー関係諸税の中でグリーン化を行っ

た例もある。今後、改革対象の税目、税収の使途も含めて見直す範囲を広げると

いうことになれば、今後さらにグリーン税制改革を一層進めていくに当たっての

選択肢は拡大するのではないか。 

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ 我が国のエネルギー課税の負担割合は、ＯＥＣＤ諸国の中では中位程度である

が、これらの課税規模は５兆円を超え、国民の間に負担感があることから、温暖

化対策税制の検討に当たっては、既存エネルギー関係諸税との関係について、国

民の理解が得られるよう、議論が行われる必要がある。 

  （「温暖化対策税制とこれに関連する施策に関する論点についての取りまとめ」、

中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 施策総合企画小委員会、平成 16

年 12月 15日） 

 

（車体課税） 
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・ 自動車の燃費性能・排出ガス性能の規制と自動車税制のグリーン化のように、

規制と経済的手法との組み合わせにより効果を上げているものもある。 

（「地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏まえた新たな地球温暖化対策の方

向性について（第２次答申）」、地球環境部会、平成 17年 3月 11日） 

 

論点⑥ 

関係 

（エネルギー・地球温暖化対策） 

 

・ 環境税は、広く社会全体の意識・行動を変革する契機となり、環境税を含んだ

形の様々な地球温暖化対策を総動員することにより、自主的取組、規制、経済的

手法等が互いに補強し合いながら、あらゆる部門・事業者が何らかの形で政策的

にカバーされるような工夫を行うことが必要である。 

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその経

済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

（資源・循環型社会） 

 

・ 三重県等にみられる産業廃棄物税については、最終処分量の減少に対し、税導

入の効果もある程度寄与したとする調査がある。 

 （「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

（生物多様性・自然共生型社会） 

 

・ 政府は国家財源を確保するため、労働、預金、事業活動など正当な行為（グッ

ズ）によって得られた所得に税金をかけてきた一方で、廃棄物、汚染、騒音、交

通混雑など健康に害を与える行為や自然環境を破壊する好ましからざる行為（バ

ッズ）に対しては特別の課税をしてこなかった。今後は、バッズに対して課税す

ることが望ましい。 

（「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

（安心安全・低公害社会） 

 

・ 公害健康被害補償制度に基づく汚染負荷量賦課金については、硫黄酸化物削減

の主要な要因は公害防止協定であったが、賦課金による汚染削減インセンティブ

効果も部分的には存在したとする分析がある。 
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 （「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

論点⑦ 

関係 

（地方独自の税制のグリーン化） 

 

・ 国・地方の役割分担を一層適切にしていく中で、グリーン税制をどのように位

置づけるのかについての検討も必要である。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

５．税制全体のグリーン化を推進する上での検討・留意事項 

論点⑧ 

関係 

（各税目の意義） 

 

・ 既存エネルギー関係諸税には、CO２排出抑制効果という一種の次善の環境税と

いう性質があるという点が重要であり、これを温暖化防止、低炭素化に寄与する

方向に改革していくことも極めて有効である。  

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

論点⑨ 

関係 

（環境負荷削減） 

 

・ IPCCでは、京都議定書の達成を目標として先進国等が税導入等の温暖化対策

を講じ、排出量を削減した場合における、開発途上国の排出量の増加について、

いくつかの試算を引用しレビューしたところ、先進国の削減量の５～20％程度が

開発途上国に移転するものの、世界全体としては削減が進むと指摘されている。

直近のモデル試算においてもその影響は、おおむねこの範囲に収まっており、先

進国での削減は世界全体での削減にも効果をもたらすと言うことができる。 

（「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

（経済・雇用、国政競争力を含む産業への影響） 

 

・ 国民経済や産業の国際競争力に与える影響は小さいが、税制の設計の仕方によ

って、経済への影響をさらに緩和することができる。 

：マクロ経済への影響 
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・ 2009年から、昨年の環境省案の炭素トン当たり 2,400円の環境税の税収と

同規模の財源が温暖化対策に使われる場合を想定し、長期エネルギー需給見通

しに示された対策が補助金を受けて導入促進されると仮定し、課税と補助との

組み合わせによる経済影響を試算した。その結果、GDPへの影響について、2009

年から 2012年の平均で、BaU比 0.055%分減とわずかながら減少となると推計

された。また、環境省案のとおり、大口排出者が削減努力をした場合には 8割

軽減とするなどの課税及び補助の程度を軽減した場合の GDPは BaU比 0.042%

分減、さらに、ガソリン、軽油等への適用を停止した場合は、BaU比 0.029%

分減の試算が得られた。 

・ また、同様の前提で、部門別に財源効果の与える影響について試算を行った

ところ、温暖化対策に資する断熱材、省エネ機器等の材を供給する部門等につ

いては、対策の実施により、活動水準が BaUケースと比べて拡大するとの試算

が得られた。 

・ 環境税の税収が、トップランナー型の環境によい機器等に対する追加的な支

援として使われた場合は、経済モデルで予め予測することは困難ではあるもの

の、新しい需要創出が行われ、環境産業やエネルギー効率的なものを製造する

産業に対して、非常に大きな刺激を与える。新しい産業が育つことで逆に GDP

が上昇する、新しい雇用が生まれることも大いに考えられる。 

：炭素リーケージ 

・ 一般に炭素リーケージは、国内のエネルギー価格が上昇することにより、相

対的にエネルギー価格の安い海外へ生産拠点が移転したり、または、国内製品

の価格が海外製品の価格より割高になって海外製品の需要が高まり、海外での

生産量が増大し、そこでの CO２排出量が増加することをいう。環境税の課税

による炭素リーケージの指摘もあるが、海外への生産移転に関しては、海外移

転は、為替レート、賃金、市場近接性その他様々な要因に依存し、とりわけ、

これまでの海外直接投資動向を見ると、労働コスト要因が大きい。このため、

課税によるエネルギーコストの上昇だけによって、立地という重要な企業行動

に大きな影響が生じるとは考えにくい。事実、我が国の企業は、環境規制が厳

しく、エネルギーコスト等の極めて高い欧州等にも進出、立地している一方、

発展途上国等にも既に大規模に進出している。 

・ 鉄鋼業等エネルギー多消費産業では影響が大きい場合もあることから、必要な

軽減措置を個々に講じるべきである。 

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20年 11月 17日） 

 

・ 環境税については、地球温暖化対策として有用なばかりでなく、地球温暖化防

止のための対策技術について、我が国企業が他国企業に先んじて技術を開発する

インセンティブとなり、また、そうした技術の開発・普及が促されることに伴っ
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て、環境ビジネスを始めとする産業振興が促され、産業構造が持続可能なものへ

と変化するのではないか、との指摘が中央環境審議会における議論でなされてい

る。 

・ 経済への影響を考えた場合、環境税あるいは他の形での地球温暖化対策が先進

国で行われると、産業の国際競争力を劣化させ、開発途上国へ生産が移転してし

まうのではないか、また、その結果二酸化炭素の排出が開発途上国において増え

る、いわゆるリーケージが生じて、世界全体では排出削減にならないのではない

かとの指摘がある。 

（「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

・ 新たな課税が、企業マインドを冷やし、今後期待される本格的な景気回復に水

を差し、産業活動の足かせとなるのではないか、また、新たなエネルギー課税は、

利潤を減少させ、その結果、各企業の研究開発費を減少させ、企業の活力を奪う

といった指摘がある。さらに、こうした悪影響が、雇用の減少や賃金の減少を招

き、国民の生活にも深刻な影響を与えるのではないかといった指摘もある。 

  （「温暖化対策税制とこれに関連する施策に関する論点についての取りまとめ」、

中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 施策総合企画小委員会、平成 16

年 12月 15日） 

 

・ 予測される経済影響は、現在の経済情勢の中では必ずしも「小さい」とは言え

ないかもしれないが、決して「非常に大きい」ものではない。すなわち、マイナ

ス成長になってしまった石油危機の場合と比べ、税による値上がりに見合う資金

は国内にとどまり、国内で有効に使われることにより、マクロ経済に大きな影響

を及ぼすことがないからである。また、石油危機の時と異なり、エネルギーを節

約する技術が豊富にあるため、特に税収を温暖化対策に活用した場合には、経済

活動を小さくしてまでエネルギー代を節約せざるを得ないということではなく、

省エネ設備などの投資を増やして値上がりに対応することができるからである。

そして、その投資が経済を拡大する効果を発揮することとなる。実際、モデル試

算においても、電気機械・サービス部門などの省エネルギーに関係する業種など

においては、生産が増加すると予測されている。 

・ 雇用に関しては、炭素１トン当たり約 45,000円の高い課税を行った場合には

マイナス（減少）となるが、炭素１トン当たり約 3,400円の課税を行い、税収

を温暖化対策に活用した場合にはプラス（増加）となると試算された。いずれに

しても、変動幅は 0.1％前後の範囲内とされた。 

（「温暖化対策税制の具体的な制度の案～国民による検討・議論のための提案（報

告）」、総合政策・地球環境合同部会地球温暖化対策税制専門委員会、平成 15年
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8月 29日)） 

 

（逆進性や地域特性を含めた国民負担） 

 

・ 課税により低所得世帯に生じる負担は、炭素トン当たり 2,400円程度の低率の

環境税の場合、例えば、収入に占める光熱費とガソリン代の割合が、課税前の

9.3%から、課税後に 9.5%となり、0.2％増加（月額換算約 177円）すると推計さ

れた。 

・ 課税による逆進性の問題について、税で軽減等可能な範囲で逆進性の緩和に配

慮した上で、さらに、必要に応じて他の対策を含め政策全体での配慮を考えるの

が適切である。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20年 11月 17日） 

 

論点⑩ 

関係 

（社会的コストの最小化と公平な課税を同時に実現する仕組み） 

 

・ 環境税や排出量取引制度等の経済的手法については、ポリシーミックスの考え

方に沿って、排出削減効果の最大化を図りつつ、国民負担や行財政コストを極力

小さくすることができるよう、活用すべきである。 

・ 環境税でインセンティブ効果を特に発揮するのは、国民一人ひとりが関与する

消費・下流段階であると考えられるため、消費者に広く浸透する仕組みが必要で

ある。他方で、徴税事務・コストなどの問題がある。具体的には、下流で環境税

を導入すると、課税ポイントと還付ポイントが一致するという利点があるが、課

税漏れ、課税逃れの可能性があり、また、かなりの徴税コストがかかると想定さ

れる。一方、上流で課税する場合は、仮に政策的に還付を行おうとすると、納税

者と還付対象者が異なるという問題、還付対象者と還付非対象者とをどう区別す

るのかという問題が発生する点に留意が必要である。これまでの環境省案の上

流・下流での課税を組み合わせるという考えも、１つの案である。制度設計に当

たっては、価格転嫁の容易さなども勘案しつつ、効果とコストのバランスを比較

検討の上、具体化を図るべきである。また、上流での課税とする場合には、価格

インセンティブ効果が働くよう、円滑に価格転嫁できる仕組みを工夫すべきであ

る。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ 温暖化対策税制については、業務その他、家庭、運輸部門に対する効果が重要

であり、これらの効果が最大限発揮されるものとすべきである。この場合、エネ

ルギー消費者が税の負担を意識しやすくし、また、軽減の措置の実施を容易にす
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る観点から、これらの上流課税、下流課税の他、適切な徴税が行われる限りにお

いて下流課税を採用し、これと上流課税とを組み合わせたハイブリッド課税とす

ることも考えられる。 

・ 上流課税を行う場合は、価格の転嫁が確実に行われる仕組み、価格が転嫁され

ていることを消費者が確実に実感できる仕組みを構築する必要がある。 

・ 下流課税を行う場合は、電気や都市ガスへの課税等の形を含めた特別徴収義務

者の設定による行政コストの縮減を検討すべきである。 

・ 電気課税を採用する場合、①電力供給会社の電源構成に応じた課税、②全国の

電源構成に応じた課税のいずれかが考えられる。どの方式を選ぶかについてはそ

の効果・影響、公平性等の観点から検討する必要がある。 

・ 温暖化対策税制は､社会全体で汚染者負担の原則を踏まえた公平な負担を行う

ことを意図したものであり、税の軽減については、公平性の観点に留意しながら

検討する必要がある｡ 

  （「温暖化対策税制とこれに関連する施策に関する論点についての取りまとめ」、

中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 施策総合企画小委員会、平成 16

年 12月 15日） 

 

論点⑪ 

関係 

・ 税収を温暖化対策の費用に充てる、又は温暖化対策に係る減税に活用する場合、

CO２削減に関し大きな効果が見込める。 

・ 環境税の税収の使途として、温暖化対策のための設備投資とすることのほか、

自動車税のグリーン化を始めとした個別税制のグリーン化、低炭素都市・地域づ

くりなどの他の様々な対策を盛り込んで、より低い税率であっても、経済影響を

緩和しつつ、効果を上げる、といった仕組みも考えるべきである。 

・ なお、財政の観点からは、環境税収を環境目的で使うということをあらかじめ

決めずに、原則として、税と補助金の問題は別々に考えた上で、環境目的への活

用可能性について、考えるべきである。このように考えたとしても、結果として、

環境利用に低率の課税がなされ、環境を守ることに対して経済的支援が行われる

という組み合わせで政策が実施される場合には、低率の課税のみの場合や、補助

金のみの場合に比べ、一層大きな削減が、しかも全体としてより少ないコストで

達成できると見込まれる（「二成分手法（Two-Part Instrument）」と言われてい

る。）。 

・ さらに、安定供給と環境への配慮を目指したエネルギー対策としての財源確保

のための課税、という考え方もあり得る。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ ドイツでは、地球温暖化対策の観点のみならず、所得税や社会保険料の軽減と

のパッケージにより、環境税制改革が行われている。すなわち、ドイツでは地球
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温暖化への対処とともに、増大する社会保険料の負担への対処が課題となってい

たため、その税収の大半を社会保険料に充てる「環境税制改革」が実施された。 

・ オランダ、イギリス、デンマークでは、二酸化炭素への価格付けによる効果を

主たるねらいとして環境税が導入されている。これらの国では、これら環境税に

よる効果に加え、他の環境政策の効果によって削減目標の達成を目指しつつ、そ

の税収の主要な部分が所得税の減税、企業に対する社会保険料の軽減等に充てら

れている。これは「税収のリサイクル」などの観点から、税収を国民経済に還元

するための手法として用いられているものと考えられる。 

（「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

・ 経済的手法のうち、補助金や税制優遇措置によって各種の対策を実現するため

には、総体として巨額の費用がかかるものと考えられる。環境税では、その税収

をこれらの補助金や税制優遇措置に充てることが可能である。 

（「地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏まえた新たな地球温暖化対策の

方向性について（第２次答申）」、地球環境部会、平成 17年 3月 11日） 

 

・ 温暖化対策税制の税収の活用方法を検討する場合、以下のような形が考えられ

る。 

① その全てを温暖化対策の財源として活用する。 

② 一般財源として幅広い目的に活用する。 

③ 温暖化対策の財源とするとともに、一般財源として幅広い目的に活用する。 

また、税収の使途については、他の税の減税や社会保険料に充てる税収中立とい

う考え方もある。 

（「温暖化対策税制とこれに関連する施策に関する論点についての取りまとめ」、

中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 施策総合企画小委員会、平成 16

年 12月 15日） 

 

論点⑫ 

関係 

（価格効果） 

 

・ 原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中での環境税の今日的な意

義・役割  

 ：価格インセンティブ効果 

（より排出量の少ない設備や機器などへの代替や、化石燃料の使用等の削減、省

エネ技術の研究開発等を促す） 

・ 原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中、エネルギー価格上昇

による化石燃料消費の減少に伴う CO２排出削減のインセンティブ効果を見る
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ことができた。 

・ 日本のエネルギー需要の価格弾力性（価格の変化に伴う需要の変化）の値に

ついて、把握できる限り最新の 2006年までのデータを用いて推計した。結果

は、産業部門では、長期の弾力性が他の部門と比べて一番大きく、短期は相対

的に小さい。これは、長期的な設備更新に際して、エネルギー効率の高いもの

を入れて対応するためである。一方、家庭部門は、短期的に対応することが分

かった。運輸・業務部門においても、長期的にかなりの効果が期待できる。 

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ 環境税は、その価格インセンティブ効果により省エネ機器の導入等を促すほか、

補助金や租税特別措置等の他の価格インセンティブ効果を高める施策と相俟っ

て、相乗的に排出削減・対策導入・技術開発を促すものである。 

（「地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏まえた新たな地球温暖化対策の

方向性について（第２次答申）」、地球環境部会、平成 17年 3月 11日） 

 

・ 温暖化対策のための新たな財源をどこに求めるべきかという点に関して、例え

ば、所得税や法人税、あるいは消費税その他の税を増税し、その税収に求めるこ

とも考えられる。しかし、このことは、地球温暖化問題への責任の大きさ（発生

させる環境負荷の大きさ）を踏まえた公平な負担にはならないため、この問題へ

の対応としてはなじまないと考えられる。さらに、これらの税による場合には、

環境負荷に対応して課税するものでないため、対策実施への価格インセンティブ

効果も期待できない。 

・ さらには、税制に関しては社会的な関心が高いことから、「温暖化対策税を導

入する」ということが、温暖化対策を急速に普及させる原動力となることが期待

できる。 

（「温暖化対策税制の具体的な制度の案～国民による検討・議論のための提案（報

告）」、総合政策・地球環境合同部会地球温暖化対策税制専門委員会、平成 15年

8月 29日)） 

 

 

（財源効果） 

 

・ 原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中での環境税の今日的な意

義・役割 

：財源効果 

（税収を温暖化対策の財源として活用） 

・ 税収を温暖化対策の費用に充てる、又は温暖化対策に係る減税に活用する
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場合、CO２削減に関し大きな効果が見込める。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

（アナウンスメント効果） 

 

・ 原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中での環境税の今日的な意

義・役割 

：アナウンスメント効果 

（将来の環境税の導入が広く認識されることにより、また、国民一人ひとりが税

の負担を感じることにより、温暖化対策の必要性が認識されることで対策が普

及） 

・ 将来における環境税の導入による CO２排出のコストの予測ができれば、ア

ナウンスメント効果が見込める。 

 ・ アナウンスメント効果が期待できるのは、炭素の価格が「目に見える」場合

である。炭素税を導入すれば炭素１トンの排出コストが明らかとなり、様々な

経済主体は、それが現在の値だけでなく、将来どうなるかということを見通し

て動く。今後長期のことを考えれば、炭素価格の「見える化」というような制

度をつくることが必要である。 

・ イギリスにおいては、ケンブリッジ・エコノメトリクスが、気候変動税を評価

し、価格効果のみならずアナウンスメント効果について言及している。具体的に

は、1999年の予算書で、2001年導入の気候変動税について告知され、そのアナ

ウンスメント効果が早くも 2000年に現れた、とされている。 

（「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその経

済分析等に関する専門委員会、平成 20年 11月 17日） 

 

・ 環境税に関して、アナウンスメント効果とは、従来、税の認識についての効果

が想定されていることが多い。例えば、施策総合企画小委員会中間取りまとめ（平

成 16年８月）においては、「税制に関しては社会的な関心が高いことから、国の

施策として『温暖化対策税制を導入する』ということが広く認知されることによ

り、また、国民一人一人が税の負担を感じ、化石燃料の使用を抑制すべき事が認

識されることにより、温暖化対策を急速に普及させる原動力となるアナウンスメ

ント効果が期待できる」とされている。 

・ イギリスの気候変動税のアナウンスメント効果 

イギリスで 2001年に導入された気候変動税（CCL）に関する分析では、CCLは、

2010年までに CCL対象事業者のうちの業務・農業・公共部門のエネルギー消費

を 14.6％削減する効果があるとされた。このうち、13.8％分がアナウンスメン

ト効果であるとされた。なお、本分析においては、事前告知に関するアナウンス
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メント効果を中心に分析しているが、CCL導入後もアナウンスメント効果は継続

しているとしている。 

（「環境税の経済分析等について ―これまでの審議の整理―」、中央環境審議会 

総合政策・地球環境合同部会 環境税の経済分析等に関する専門委員会、平成

17年 9月 13日） 

 

論点⑬ 

関係 

（ポリシーミックス） 

 

・ 環境税や排出量取引制度等の経済的手法については、ポリシーミックスの考え

方に沿って、排出削減効果の最大化を図りつつ、国民負担や行財政コストを極力

小さくすることができるよう、活用すべきである。 

・ 環境税は、幅広い部門・事業者に対して公平に課税することができ、あらゆる

主体の経済合理性に沿った排出抑制等の行動を誘発する仕組みである。一方、排

出量取引制度は、排出量の多い部門・事業者を対象とし、また、排出量全体を短

期的にコントロールする有効な手段と言える。この二つの政策手法は、代替的と

いうよりも相互に補強、補完の関係にある。諸外国でも、先ず幅広い部門・事業

者に対して環境税制を課すとともに、特にエネルギー多消費産業などについて、

排出量取引制度の対象とし、あらゆる部門・事業者が何らかの形で政策的にカバ

ーされるような組合せ、調整の工夫を行っている例が少なからずある。 

・ イギリスは、必ずしも高額ではない環境税（気候変動税）、排出量取引制度、

協定（気候変動協定）、補助金があり、非常にきれいなポリシーミックスを作っ

ていて、全体として見ると、経済に対する影響等を抑えた上で、多くの経済主体

に炭素の価格が将来上がることを示し、投資判断に影響を与える効果を挙げてい

る。こうした取組も参考の上、制度設計すべきである。 

 （「環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理」グリーン税制とその

経済分析等に関する専門委員会、平成 20 年 11 月 17 日） 

 

・ 国はあらゆる政策手段を動員して、着実に温室効果ガスの排出抑制等を講じる

ことが必要である。この際、各区分や部門にまたがる横断的な対策、又は、各区

分や部門の個々の対策を横断的に推進するための施策として掲げる各対策・施策

は、単独でも効果を発揮するが、複数の対策・施策を適切に組み合わせることで、

それぞれの弱点を補いながら削減の確実性を高め、対策費用を社会全体で公平に

負担することが可能となり、さらに、環境と経済の統合といった複数の政策目的

の同時達成を図るというポリシーミックスを活用すべきである。我が国における

最適な在り方について不断に検討を行うべきである。 

（「地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏まえた新たな地球温暖化対策の

方向性について（第２次答申）」、地球環境部会、平成 17年 3月 11日） 
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・ 温暖化対策税制の制度設計においては、環境と経済の統合の観点からこうした

温暖化対策税制の長所が生きるように、税を含む各種の施策の長所を活かして、

それぞれの施策の短所を他の施策によって補うように有機的に組み合わせるべ

きである。その際、諸外国で行われている温暖化対策税制と協定制度等のポリシ

ーミックス等についても検討の必要がある。 

  （「温暖化対策税制とこれに関連する施策に関する論点についての取りまとめ」、

中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 施策総合企画小委員会、平成 16

年 12月 15日） 

 

・ 温暖化対策税は、温室効果ガスの排出又はそれにつながる化石燃料に対して課

税し、温暖化対策の実施を後押ししようとする施策である。また、温暖化問題に

対処するための様々な施策のうちの一手法であり、他の施策との組み合わせ（「ポ

リシーミックス」という。）で導入される可能性もある。 

・ 今後の温暖化対策では、各種の施策を組み合わせて全体として必要な効果を確

保することが重要になると考えられる。このため、温暖化対策税と他の施策手法

との組み合わせ（ポリシーミックス）の細目についても早急に検討を深めるべき

である。 

（「温暖化対策税制の具体的な制度の案～国民による検討・議論のための提案（報

告）」、総合政策・地球環境合同部会地球温暖化対策税制専門委員会、平成 15年

8月 29日)） 

 


